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１ . はじめに
　ほんらい，『一般理論』におけるケインズの関心事は，そのタイトルが如実に示している
ように，経済全体からみた雇用量の決定メカニズムである。そして，雇用量の決定に第一
義的に関連する変数は産出量であり，資本主義経済では，その産出量を左右するのは，資
本家が満足できる利潤をもたらすことができるという意味で購買力をともなった需要であ
ることに注目して，かれは，マクロ的にみて，産出量水準をしたがって雇用量を決定する
のは，投資支出であるというかたちで，有効需要の原理を提示した１）。このことは，有効需
要の原理を効果的に説明するために，戦略的に重要な道具として採用された乗数のアイディ
ア自体，投資財産業の雇用増が経済全体の雇用増に何倍の効果を寄与するかを簡単な数式
で示したカーンの雇用乗数２）に，触発されたものであることからも，あきらかであろう。
ところが，
「ポスト･ケインジアンたちは，ケインズの理論を拡張して，投資は産出高と雇用のみ
ならず，賃金と利潤への国民所得の分配の主要な決定因でもあると主張する。」３）

しかも，そのさい，ポスト･ケインジアンたちが依拠するのは，ケインズというよりもむし
ろカレツキのモデルあり，また，ケインズ自身の著作のなかでも，有効需要の原理に代表
される『一般理論』の思考法というよりは，むしろ『貨幣論』にあらわれる「寡婦の壺」４）

の経済思想にちかい５）。その結果，カレツキにならって，
「利潤を決定するのは資本家の投資決意および消費決意であって，その逆ではない」６）

という常套句が，かれらの著作に氾濫する。
　本稿では，資本家の支出が利潤を決定するという転倒したテーゼを遵守するポスト･ケイ
ンジアンたちのアプローチを，かれらのよりどころであるカレツキ･モデルにさかのぼって，
検証することによって，その浮世離れした教義の根源を，価格と数量の混合物という集計
量としてのマクロ･モデル自体がはらむ欠陥と，生産･労働条件から遊離したまま，もっぱ
ら有効需要の側面からのみ所得の決定を論じるケインズ経済学の一面的な性格に帰するこ
とができることを，Leontief-Sraffa 体系を利用して，価格･数量の両面からみた双対的な考
察をつうじて示す。

１）Keynes［８］訳書第３章参照。
２）Kahn［３］訳書第１章参照。
３）Eichner （ed.）［２］訳書 57 ページ。また、Kaldor［４］もみよ。
４）Keynes［７］訳書 142 ページ。
５）Eichner （ed.）［２］訳書 61－63 ページ。また、Kaldor[ ４ ] もみよ。
６）Kalecki［５］訳書 46 ページ。このテーゼは，たとえば，Robinson and Eatwell［13］訳書 127 ページに再現されている。
　　なお，カレツキ・モデルにたいする批判的検討の先駆的業績としては，柴山 [14] がある。
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２ . カレツキ･テーゼ
　それでは，さきに紹介した，ポスト･ケインズ派分配論の中心命題となる，「投資が利潤
を決定するのであってその逆ではない」というテーゼの論拠を，Kalecki［５］にしたがって，
追跡調査してみよう。
　カレツキは，はじめに，分配面からみた国民所得と支出面からみたそれとのあいだに成
立する恒等式に着目する。すなわち，分配面からみれば，付加価値Vは，賃金Wと利潤Π
の和に等しい。
　　　V ＝W＋Π　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2 . 1）
ここで，付加価値は，販売収入から物的コストを控除した金額であり，生産活動の結果あ
らたにつけ加えられた価額をあらわす。そのうえ，資本家は，物的コストのほか，労働者
に支払う賃金も負担することになるので，それをさらに控除した残余が，けっきょく，利
潤というかたちで，かれの手もとにのこる。こうした残余としての利潤の定義から（2 . 1）
が成立することは，あきらかであろう。これにたいして，産出額から中間生産物価額を控
除したのこりが，経済全体からみて，自由に処分可能な最終生産物価額あるいは純生産額
Yとなるので，これは，消費Cされるかあるいは投資 I に利用されるかの，いずれかであ
ることが，支出面からわかる。
　　　Y ＝ C＋I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （ 2 . 2）
そうすると，マクロ的にみれば、金額に換算された産出額と販売収入とのあいだに，また，
金額表示の中間生産物と物的コストとのあいだに，恒等的な一致がみられるはずなので，
付加価値と最終生産物価額とはつねに等しくなり，けっきょく，分配国民所得と支出国民
所得とのあいだに，恒等式
　　　W＋Π＝C＋I 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2 . 3）
が成立する。
  カレツキは，つづいて，労働者は稼得した賃金をすべて消費すると想定するので７），
　　　W＝Kw　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　（2 . 4）
ただし、記号Kwは，労働者の消費をあらわし，記号Cpで資本家の消費を意味するものとする。
もちろん，これらの総計は消費総額 Cに等しいはずなので，
　　　C＝Kw＋Cp　               　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （ 2 . 5）
労働者消費の仮定（2 . 4）を恒等式（2 . 3）に代入したうえで，（2 . 5）式を考慮すれば，
　　　Π＝Cp＋I　                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （ 2 . 6）
になるが，この式こそ，カレツキによる逆説的なテーゼを醸成する魔法の式なのである。
というのも，かれによれば，

「資本家は，ある期間におけるみずからの消費と投資を前期間より増加させようと決
意することはできても，利益を増加させようと決意することはできないことは明らか
である。したがって，利潤を決定するものは，資本家の投資決意および消費決意であっ
て，その逆ではない」８）

からである。

７）この想定は，Kalecki［５］では，のちに，ゆるめられる。なお，本稿で使用されている記号は，カレツキ自身が使用しているもの
　　とは，ことなっていることに注意せよ。
８）Kalecki［５］訳書 46 ページ。
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3. 隠された価格方程式
　生産や労働にかんする諸条件にはいっさいふれないまま，資本家の支出が利潤の源泉で
あるという，おどろくべき逆説をみちびくカレツキの推論は，いったい正しいのであろう
か？ その検討のために，かれのモデルでは影に隠れている，価格に関連する変数を登場さ
せてみよう。そのさい，正の利潤を生むためには，価格は，すくなくとも生産費をカヴァー
しなければならないので，価格面のバランスを考察するさい，じつは，あらかじめ生産･労
働条件を考慮する必要がある。１単位の生産物を産出するために，a単位の生産物の投入と
a0 単位の労働投入が必要であるとしよう。もちろん，生産活動が意味をもつためには，産
出が物的投入を上まわるための再生産可能条件
　　　0 ＜ a ＜ 1　　             　　　　　　　　　　　　　　　　　  　    （ 3 . 1）
が必要であることはいうまでもない。産出量を記号 x であらわせば，こうした生産活動の
結果，つぎの定義式にしたがって，純生産物 yが発生する。
　　　y ＝（ 1－a ）x　             　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （ 3 . 2）
そして，この生産活動に必要な労働量 l は，労働投入係数 a0 の定義から，
　　　l ＝ a0x　             　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　（3 . 3）
になる。
　そうすると，価格と賃金率を，それぞれ，記号 p，wであらわせば９），はじめに投下した
物的コストと人的コストをうわまわる販売収入をあてにして，資本家は生産活動を企図す
るわけであるから，販売収入pxから，物的コストpaxと人的コストWの合計を控除すれば，
残余としての利潤が，定義から，つぎの式にしたがって，発生する。
　　　Π＝px－（ pax＋W ）　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （ 3 . 4）
なお，賃金総額Wは，労働投入係数 a0 と賃金率wの定義から，
　　　W＝wa0x             　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　 （ 3 . 5）
になるので，これを上式に代入して，両辺を産出量 xでわって整理すれば，価格方程式
　　　p ＝pa＋wa0＋π　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（3 . 6）
をえる。ただし，記号πは，単位あたり利潤Π/x を意味する。あるいは，投下資本 pax＋W
あたりのもうけの効率をあらわす利潤率 rという指標を採用すれば，上式は，
　　　p ＝（ 1＋r ）（pa＋wa0）　        　　　　　　　　　　　　　　　　    （ 3 . 7）
というかたちの，スラッファ体系に変換できる。このような価格方程式が，じつは，カレ
ツキ･モデルの背後に隠されていたことになろう。
  そうすれば，販売収入から，物的コストを控除したものが，人々の収入の源泉となる付加
価値V であるから，定義にしたがって，
　　　V ＝px－pax                　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （ 3 . 8）
になる。これにたいして，純生産物の定義式（3 . 2）に左から価格 pをかければ，純生産物
価額Yが，つぎの式にしたがって算定される。
　　　Y＝py＝p（ 1－a ）x　             　　　　　　　　　　　　　　    　  （ 3 . 9）
これら２つの式から，付加価値Vと純生産物価額Yとの恒等的な一致が証明される。そこで，
純生産物 yの用途上の区分として，消費財 cと投資財 i に分類し，さらに，前者の内訳を労

９）もちろん，1部門モデルでは，労働力商品価格である賃金率と比較した相対比としてのみ，価格は意味をもつのではあるが。
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働者が利用する部分 kw と資本家消費 cp とに区分すれば，
　　　y＝c＋i　　　               　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 （ 3 . 10）
　　　c＝kw＋cp　   　            　　　　　　　　　　　　　　　　　  　    （ 3 . 11）
という物財バランス式が成立するが，これらの式の両辺に左から価格 pをかければ，前節
で示された支出国民所得に関連する関係式を再確認できる。
　　　Y＝C＋I　　               　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （ 3 . 12）
　　　C＝Kw＋Cp　 　            　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （ 3 . 13）
ここで，大文字記号は，それぞれ，対応する小文字記号の価格評価額を意味するが，これ
らの関係式は，基本的に，物財バランス式（3 . 10）・（3 . 11）の両辺に価格をかけただけの
ものにすぎないので，たとえ外見上価額表示にはなってはいても，いぜんとして物的バラ
ンス条件のみを保持していることに注意せよ。これと双対に，価格面からみたバランス式
である（3 . 6）あるいは（3 . 7）式の両辺に産出量 xをかけた（3 . 4）からは、
　　　V ＝W＋Π       　         　　　　　　　　　　　　　　　　　        （ 3 . 14）
がみちびかれるので，ふたたび，いわゆる国民所得の三面等価
　　　W＋Π＝V ＝Y＝C＋I       　　　　　　　　　　　　　　　　　      （ 3 . 15）
を確認できる。

４ . カレツキ･テーゼの検討
   それでは，これまで検討してきた価格と数量にかんする双対的なバランス式を利用して，
「利潤を決定するのは資本家の投資決意および消費決意であって，その逆ではない」と強弁
するカレツキ･テーゼの是非を検討しよう。投資支出や消費支出にかんする資本家の決意が
独立変数であり，経済全体からみて，これら資本家による支出と同額だけ利潤が発生する
という発想自体，投資支出が所得水準や雇用量を決定するというケインズの見解にちかく10），
そういった親近感が，カルドアやロビンソンなど，ポスト･ケインジアンたちへ多大な影響
をあたえたのであろうか。
　ともあれ，カレツキは，三面等価式（3 . 15）に，労働者が賃金をすべて消費に支出する
という想定（2 . 4）を代入して，かれのテーゼの背景を形成するバランス式（2 . 6）を導出
するのであるが，そのさい，かれのつまづきの石は，考察の出発点として，価額表示のバ
ランス式を採用したことにある。というのも，労働条件を反映する（3 . 3）式をみればわか
るように，雇用量を決定するのは産出量水準であり，さらに、産出量水準は、生産条件を
体現するバランス式 （ 3 . 2）をみたすように定められるのであるから，これらの決定自体，
もっぱら物量タームのバランスを代表する条件にゆだねられる。したがって，支出国民所
得がわにあらわれるバランス式（3 . 12）は、価格水準のいかんにかかわらず，じつは，物量ター
ムのそれ（3 . 10）をいいかえただけにすぎない。これにたいして，生産･分配国民所得に関
係するバランス式（3 . 14）は，価格方程式（3 . 6）あるいは（3 . 7）から派生したもので
あるから，はじめから，価格タームのバランス条件を前提としており，このバランス条件
は任意の非負の産出量と両立する。そうすると，三面等価式（3 . 15）は，たとえすべての
バランス条件が価額表示であらわされているとしても，支出国民所得に関係する右側にあ

10）カレツキ自身の表現を借用すれば，かれの初期の論文は「ケインズの『一般理論』が出現する以前…発表され，しかも『一般理
　　論』の本質的な部分を含んでいる」。Kalecki[ ６ ] 訳書 vii ページ。
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らわれる物量タームの変数については，もっぱら数量バランス条件から定まり，任意の非
負の価格水準と両立する。これにたいして，もっぱら，価格や分配に関係する条件さえ定
まれば，任意の非負の産出量を許容する，生産・分配国民所得に関連するバランス式を体
現するのが，三面等価式の左がわである。このように，三面等価式の右がわと左がわは，
それぞれ，数量タームの決定関係と価格タームの決定関係に区分され，相互に独立に定ま
るが，経済全体からみて価額として集計すれば，これらは恒等的に一致するといった意味で，
双対の関係にある。議論の当初から価額タームで出発したカレツキは，このようなバラン
ス式の右半分と左半分の決定原理の相違を見落としたばかりか，価格と数量にかんする双
対性がもたらす，たんなる恒等式をバランス条件と見あやまってしまったのである。

５ . 隠された剰余条件
　労働者の消費支出にかんするカレツキの想定（2 . 4）は，稼得した賃金を労働者がすべて
支出するとされていることから，短絡的に，リカードウに代表される古典派経済学の生存
賃金説11）や、マルクスによる労働力の再生産費説と同値であると即断してはいけない。そ
もそも，カレツキ・モデルでは，賃金の決定原理は明示的には提示されず，たんに，所与
の賃金総額がすべて消費に支出されるとされているだけにすぎない。
　ともあれ，三面等価式（3 . 15）の右半分では，物量タームのバランス条件（3 . 2）から，
最終需要 yがあたえられれば，それに相当する純生産物を生みだす産出量が，
　　　x＝( 1－a )－1 y　            　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（5 . 1）
というかたちで決定され，さらに，そのときの雇用量が，つぎの式から定まる12）。
　　　l＝a0 ( 1－a )－1y　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　 （ 5 . 2）
これらの式は，あきらかに，価格方程式とは無関係である。したがって，三面等価式の右
がわで決定されるのは産出量水準にすぎない。
　カレツキ流に資本家の支出をモデル内の独立変数として表現するためには，労働者の支
出にかんする条件を追加しなければならないので，労働者消費に関係するカレツキの想定
（2 . 4）を再検討しよう。この式に（3 . 5）を代入して両辺を pa0x でわれば，
　　　w/p＝kw/a0x             　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　  （ 5 . 3）
になるが，その左辺は生産物で測った実質賃金率を意味する。これにたいして，右辺には，
雇用労働１単位あたりの消費量があらわれる。さきに指摘したように，カレツキ・モデル
では賃金率の決定原理は提示されていないのではあるが，それでは議論が進展しないので，
マルクスにならって，右辺の数量 kw/a0x を労働力１単位の再生産に必要な生産物の消費量
であると解釈したうえで，必要消費とよび，記号 cw であらわせば，実質賃金率が必要消費
に規定されること，いいかえれば，賃金率が労働力の再生産費に等しく定まること
　　　w＝pcw  　　           　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　（5 . 4）
に読みかえられる。
　そうすると，必要消費 cw の定義から
　　　kw＝cwa0x  　           　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　（5 . 5）
になるので，（3 . 10）・（3 . 11）を考慮したうえで，（3 . 2）にこれをに代入すれば，

11）カルドアは，生存賃金説と賃金基金説とを混同したために，リカードウ分配論を誤解したまま議論を展開している。
　　Kaldor［４］訳書 37 ページ。
12）これらの変数の非負性は，再生産可能条件（3 . 1）によってみたされている。
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　　　x＝( 1－( a＋cwa0  ) )－1 ( cp＋i ) 　　　　　　　　　　　　　　　　    （ 5 . 6）
　　　l＝a0 ( 1－( a＋cwa0  ) )－1 ( cp＋i )　　　　　　　　　　　　　　    　  （ 5 . 7）
という式にしたがって，産出量と雇用量が定まる。このように，資本家による投資支出と
消費支出によって決定されるのは，あくまでも，産出量や雇用量といった物量タームの変
数であり，利潤という価格タームの剰余金額ではない。なお，このとき，物的再生産可能
条件（3 . 1）は，労働力の再生産可能条件をもふくむかたちで，つぎに示す剰余生産可能条
件に置き換えられ，このあらたな条件が数量の非負性を保証する。                
　　　0 ＜ a＋cwa0  ＜ 1　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （ 5 . 8）
　ところで，体系内に労働力の再生産費を体現する賃金率を導入すれば，自動的に，価格
の領域にもそれに対応する改訂がほどこされることは，あきらかであろう。そこで，労働
力の再生産費をあらわす式（5 . 4）を，価格方程式（3 . 6）あるいは（3 . 7）に代入すれば，
　　　p＝p( a＋cwa0  )＋π        　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （ 5 . 9）
　　　p＝( 1＋r ) p(a＋cwa0 )　        　　　　　　　　　　　　　　     　    （ 5 . 10）
になる。このとき，価格方程式（5 . 9）から，
　　　p＝π( 1－ ( a＋cwa0  ) )－1　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　（5 . 11）
が成り立つことから，意のままに設定した利潤πをもたらすような水準に，資本家が価格
を決定できると思い込むのは早計である。常識的にかんがえても，ない袖は振れないのだ
から，現在の生産･労働条件が可能とする剰余を超えて，利潤を取得する試みが徒労に終わ
るのは，あきらかであろう。そのような錯覚を価格方程式（5 . 11）式がもたらすのは，利
潤と価格が同一の測定単位で表示されているため，いわばインデクセーションのように，
それらがともにおなじ比率でスライドするからである。獲得される利潤を実質値で表示す
るために，両辺を価格でわれば，この罪作りな方程式も，
　　　1＝a＋cwa0＋π/p        　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　（5 . 12）
になるので，単位あたり利潤の実質値π/pは，物的ならびに労働力再生産条件に規定されて，
つぎのように定まり，その非負性も，剰余生産可能条件（5 . 8）から保証される。
　　　π/p＝ 1－( a＋cwa0  )        　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（5 . 13）
このように，価格方程式も，実質値で表現すれば，事実上，数量方程式と同一の表現に帰
してしまい，単位あたり実質利潤π/p も単位あたり剰余生産物 f/x に完全に一致するわけ
であり，ここに，労働力商品と比較した相対価格以外には，モデル内に価格の占める位置
が存在しない，１部門マクロ･モデルの限界があるともいえよう。ただし，剰余生産物fとは，
雇用労働力の再生産のために必要な消費財の数量 kw＝cwa0x を，純生産物 yから控除した残
余であり，（3 . 10）・（3 . 11）式によれば，これは，資本家によって，消費 cp あるいは投資
i のかたちで利用される。
　　　f＝ ( 1－ ( a＋cwa0  ) )x                                           　　　　　　    （ 5 . 14）
　　　f＝cp＋i                       　　　　　                   　　　　　　    　　（5 . 15）
なお，剰余を代表する指標として，測定単位問題からは解放された無名数としての利潤率 r
を採用しさえすれば，スラッファ体系（5 . 10）から，直接，
　　　r＝ ( 1－( a＋cwa0  ) ) / ( a＋cwa0  )    　　　　　　　　　　　　　　　（5 . 16）
が導出され，ここでも，価格情報自体は消滅し，物的剰余比率が，そのまま，利潤率を規
定するという関係が，あらわになる。
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６．カレツキ･モデルによる産出量の決定
　前節までの議論で数々の問題点が指摘された「利潤を決定するのは資本家の投資決意お
よび消費決意であって，その逆ではない」というカレツキ・テーゼでは，たとえ誤った推
論を重ねてはいても，利潤の決定原理が提示されてはいるが，ケインズ・モデルとことなっ
て，産出量の決定は未検討のままのこされている。そこで，本節では，Kalecki［５］にしたがっ
て，カレツキ・モデルにおける産出量の決定を検討しよう。カレツキによれば，かれのテー
ゼにしたがって，資本家が支出する投資や資本家消費から，それと等しいだけの利潤が発
生し，さらに，かれが経済の独占度を示す指標とみなしている，価格形成プロセスにおけ
るマーク・アップ率を反映する所得分配率という按分率にかなうように，所得したがって
産出量が決定されることになる。すなわち，付加価値Vに占める賃金分配率を記号αであ
らわせば，定義から，
　　　α＝W/V 　　           　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　（6 . 1）
であるから13），三面等価式（3 . 15）を考慮すれば，利潤分配率は，
　　　Π/V＝1－α 　　          　　　　　　　　　　　　　　　    　　 　（6 . 2）
になるので，かりにカレツキ・テーゼにしたがって，（2 . 6）式から，資本家の支出が利潤
を決定するとみなせば，つづいて，つぎの式にしたがって，利潤分配率（6 . 2）を満足する
水準に所得が定まることになる。
　　　V＝ ( 1－α)－1Π           　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　（6 . 3）
こうして，かれ自身の表現を借用すれば，

「「分配要因」の役割は，かくて，投資によって決定される利潤を基にして，所得な
いし生産量を決定するところにある。」14）

　ところで，カレツキ・テーゼの是非を前節まで批判的に検討した結果，判明したように，
三面等価式（3 . 15）の右半分にあらわれる支出国民所得に関係するバランス式は，事実上，
数量バランスを体現する関係式であったから，すでに，（5 . 1）と（5 . 2），それぞれの方程
式にしたがって，産出量や雇用量という，実物タームの変数は決定されていたはずである。
それにもかかわらず，カレツキが提示した関係式（6 . 3）が，あたかも，付加価値を決定す
るかのようにみえるのは，なぜであろうか？ また，ほんらい，利潤は，（3 . 4）式にしたがって，
残余というかたちで定義されていたはずであるのに，分配が所得を規定するというカレツ
キの第 2テーゼでは，はじめに利潤が確保されたのち，残余部分が賃金として労働者に支
払われるかのごとき外観を呈するのはなぜであろうか？ 
　これらの疑問は，じつは，数量と価格の化合物として，カレツキによって価額表示で提
示されていた分配率に関係する定義式を，価格と数量に明示的に分離したうえで，あらた
めて表示しなおしさえすれば，氷解する。じっさい，賃金分配率の定義式（6 . 1）を，価格
と数量の両方のタームを併用して，明示的に表現すれば，

13）厳密にいえば，カレツキ自身の定義では，計量分析に利用する目的で設定された定数項に起因するぶんだけ，この比率は上式から
　　乖離する。すなわち，経験上賃金は付加価値に比例する部分と定数項との和になるとする，理論的にはいくぶん疑わしい想定
　　　　　　　　　　W＝αV＋W0 ；0 ＜ α ＜ 1　
　　を採用したために，かれの定式化にしたがったとき，賃金分配率W/Vは，比例定数αよりW0/V の加算分だけ上まわることにな
　　る。Kalecki［５］訳書 40 ページ参照。なお，賃金はすべて消費されるとするカレツキの想定（2 . 4）を併用すれば，この経験式
　　は，ケインズ流の消費関数に相当するものとみなすことも可能かもしれない。
14）Kalecki［５］訳書 65 ページ。なお，同訳書の「訳者あとがき」245 ページで，宮崎は，「利潤を決定するものは，資本家の投資決
　　意であって，その反対ではないという命題」のほかに，ここで紹介された「粗利潤の大いさが，分配要因を介して，国民所得を決
　　定するという命題」をカレツキの第 2テーゼとしてあげている。
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になるので，カレツキ流の分配率所与の前提は，じつは，つぎの式にしたがって，実質賃
金率w/p を措定することと同値になる。

いいかえれば，単位労働時間あたりの物的剰余 ( 1－a ) / a0 の一定比率α倍だけ，労働力 1
単位の販売価格として，労働者には支払われることを意味する。そこで，この実質賃金率
（6 . 5）を価格方程式（5 . 9）に代入して整理すれば，単位あたり実質利潤π/p は，
　　　π/p＝( 1－a )－( w/p )・a0＝( 1－α)( 1－a )                         　　  （ 6 . 6）
すなわち，産出量 1単位あたり純生産物 ( 1－a ) の利潤分配率 (1－α) 倍になる。そこで，
上式の両辺に ( 1－α )－1 をかければ，
　　　( π/p )( 1－α)－1＝1－a　　　　　　　　                                　　 （ 6 . 7）
になるから，両辺に，さらに，産出量 xをかけることによって，
　　　y＝ ( 1－ a ) x＝( Π/p )( 1－α)－1　　　　        　　　　                   （ 6 . 8）
つまり，実質利潤Π/p の乗数 ( 1－α)－1 倍が実質所得 yに等しく，その乗数は分配率αに
規定されているという，カレツキの第 2テーゼが，形式上，再現されたことになるが，こ
れまで批判的検討を重ねてきたのちには，もはや，（6 . 8）式が所得水準を決定するという
妄言をうのみにするものはいないであろう。
　また，利潤率 rを導入して表現された価格方程式であるスラッファ体系（5 . 10）からは，
　　　r＝１ / ( a ＋ ( w/p )・a0  )－1－1　　　　    　　　　　                   

                                           
が導出されるので，純生産可能条件（3 . 1）と分配率の条件（6 . 5）とを考慮すれば，利潤
率の正値条件が自動的にみたされていることを確認できる。
　なお，市場支配力をもつ寡占企業の価格設定行動を想定するカレツキ・モデルでは，あ
らかじめ企業が所望する水準にマーク・アップを設定することにより，いわば利潤の先取
りができ，賃金は残余として支払われるようなモデル構成になっているが，これでは，最低，
労働力の再生産がみたされるだけの水準に賃金率が支払われるかどうかの保証がない。た
とえ，年貢を領主の意思によって定めることが可能な封建制という社会システムにおいて
さえも，剰余としての年貢を毎年くり返し先取りするためには，物的ならびに労働力再生
産の条件を破壊してしまうほど過酷な取り立てを実行しないことが，システム自体の存続
を危うくしないために必要であることは，あきらかであろう。このように，労働力の再生
産条件を明示的に導入せず，短絡的に，分配パラメーターの指定だけで所得分配を処理し
ようとするカレツキの手法には，資本主義というシステムの再生産という観点からは，と
ても合格点をあたえられるものではないだろう。

７． おわりに
　本稿では、カレツキの主著［５］にしたがって，ポスト・ケインジアンたちが信奉する「利
潤を決定するのは資本家の投資決意および消費決意であって，その逆ではない」という，

　　  W　    　wa0x　　   w      a0α＝　     ＝               ＝     ・        　　　　　　　　　　　　　　（6 . 4）
        V       p ( 1－a )x      p     1－a　

      w      α ( 1－a ) 
          ＝  　　　　　 ( 0 ＜ α ＜ 1 )                                             （ 6 . 5）
       p            a0

     ( 1－α)( 1－a )                                                 
＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （ 6 . 9）
      a＋α( 1－a )       



6 37カレツキ型所得分配論のわな

カレツキ・テーゼの是非を，Leontief-Sraffa 体系を利用して，価格と数量のあいだに成立す
る双対性に注目したうえで，検討した。その結果，価格体系と数量体系とを分離して処理
することをつうじて，カレツキ魔術の根拠とされる式（2 . 6）は，双対性がもたらすたん
なる恒等式以上のものではなく，その内実は，じつは，資本家の支出から派生する産出量
決定式（5 . 6）の価額表示ヴァージョンにすぎないことが示された。いわば，カレツキの逆
説は，価格体系と数量体系の混合物としてあらわれる 1部門マクロ経済モデルの限界がみ
せる，蜃気楼であったといえよう。そうすると，ポスト･ケインズ派分配論のよりどころで
あるカレツキ･テーゼは，じつは，分配率の決定原理を提示するどころか，たんなる数量体
系のありきたりの乗数メカニズムに格下げされたのであるから，荒が指摘するように15），限
定条件としてカルドアが付与する完全雇用の仮定は16），じつは，必要ではない。乗数過程
（5 . 6）の数量解にしたがって，雇用量が，（5 . 7）で示されるように，決定されるからである。
もっとも，この制限的な想定がはずれたのと同時に，ポスト･ケインズ派分配論それ自体が
瓦解するのではあるが。
　なお，１部門モデルでは，賃金との相対比である実質賃金率をのぞいて，価格を導入す
る意義がなくなるという，致命的な欠陥がある17）。カレツキ自身，多部門分析のさきがけで
あるマルクスの再生産表式にならった説明をおこなっている箇所もあり18），さらに，
Leontief-Sraffa 体系そのものも，また，双対性というキー･ワードも，ともに，多部門モデ
ルの舞台で，その本領を発揮するので，多部門モデルを利用した，カレツキ・テーゼの検討は，
別稿にゆずる。
　また，企業の資金調達面から分配論を展開するWood［17］では，いちおう，投資が利潤
を決定するという粗雑なテーゼをいきなり提示するのではなく，はじめに，企業の投資活
動には資金の調達が必要であり，その源泉のひとつとして利潤がもとめられること自体は
確認されてはいるが，つづく議論では，市場支配力をもつ寡占企業は，投資資金の調達の
ために必要な資金をまかなうことができる水準にマーク・アップを設定するという想定で，
売上高最大化仮説を利用して，ポスト・ケインズ派分配論を擁護している。ところが，本
稿で示されたように，いわゆるフル・コスト原理は，裏面に隠された生産活動や労働条件
を反映する剰余条件を考慮することなく，資本家の経験則を反映するだけに終始している。
カレツキの独占度とあわせて，不完全競争論の盲点については，稿をあらためて検討する。
　さらに，カレツキ･テーゼの副産物として，ポスト･ケインジアンのあいだでは，資本家
は支出したものを，そっくりそのまま，くり返し，利潤というかたちで入手するという，
いわゆる「寡婦の壺」命題が主張されることになるが，じつは，これは，単純再生産プロ
セスがもたらす，剰余の継続的発生と資本家によるその取得を意味するにすぎない。「寡婦
の壺」命題を，生産･労働条件の考察をつうじて，再生産の観点から批判的に検討することも，
別稿にゆずる。
　宇野［16］で開示されたように，利潤のほかに利子や地代を含む剰余と賃金とあいだの
分割は，じつは，生産・労働条件を反映する，剰余価値の生産として，生産論の領域でと
りあつかわれなければならない。これにたいして，資本家と地主のあいだに，あるいは，

15）荒［１］185 ページ。
16）Kaldor［４］訳書 28－19 ページ。
17）貯蓄率を話題にして，1部門モデルの限界を指摘したものとして。たとえば，永田［12］がある。
18）Kalecki［５］訳書 47 ページ。
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資本家間に生じる，剰余の取得者どうしの分配問題は，競争論を媒介にして，分配論の領
域で議論すべき問題である。ポスト・ケインジアンにかぎらず，いわゆる近代経済学の平
板な分析手法には，こうした剰余の生産とその配分との峻別という観点が欠落しているた
めに，モデルの整合性を欠いた，さまざまな矛盾が噴出するようにおもわれる19）。
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